
 

令和６年度 一般会計決算見込について 
 

１ 総 括 

 

 

 

 
 

※実質収支：当該年度の歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越す財源を除いた、いわゆる剰余金。 

 

○歳入総額、歳出総額ともに、令和３年度以来３年ぶりの増加となった。 
 
○歳入においては、新型コロナウイルス感染症対策関連の国庫支出金の減少や、臨時財政対策債をは

じめとする県債が減少した一方で、円安等を背景とした企業収益の好調による法人事業税の増や物

価高の影響による国内消費額の増加を背景とした地方消費税の増などにより、県税収入が増加し過

去最高となったことなどから、全体では増加となっている。 
 
○歳出においては、新型コロナウイルス感染症対策関連事業費の減少により衛生費や商工費が減少し

た一方で、退職手当の増加などによる総務費や教育費の増加や、公債費の増加などから、全体では

増加となっている。 
 
○なお、上記決算見込額のうち新型コロナウイルス感染症対策・物価高騰対策関連事業に係る額は、

歳入が２９１億円、歳出が２８８億円となっており、歳入と歳出の差額は令和７年度中に精算を予

定している国庫支出金である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

歳 入 総 額   ９，４９７億円 （Ｒ５ ９，１７０億円） 

歳 出 総 額   ９，３５７億円 （Ｒ５ ９，０１７億円） 

実 質 収 支      ６６億円 （Ｒ５    ７２億円） 

＜主な指標等＞ 

○経常収支比率          ９３．８％（Ｒ５ ９２．１％） 

※経常収支比率：地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財源に対する、人件費、扶

助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費の割合で、財政構造の弾力性を判断する指標 

 

○県債発行残高の状況 

 Ｒ６年度末現在高     １兆７，００９億円（県民１人当たり８７２千円） 

（Ｒ５年度末現在高     １兆７，１８５億円（県民１人当たり８７３千円）） 

 

うち臨時財政対策債 

Ｒ６年度末現在高    ５，３８４億円（県民１人当たり２７６千円） 

（Ｒ５年度末現在高    ５，７４５億円（県民１人当たり２９２千円）） 

うち臨時財政対策債以外 

Ｒ６年度末現在高  １兆１，６２５億円（県民１人当たり５９６千円） 

（Ｒ５年度末現在高  １兆１，４４０億円（県民１人当たり５８１千円）） 

 

○財政調整基金の状況 

 Ｒ６年度末現在高         ３０５億円（県民１人当たり １６千円） 

（Ｒ５年度末現在高         ３６１億円（県民１人当たり １８千円）） 
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２ 歳 入 
 

歳入総額は９，４９７億円で、前年度（９，１７０億円）に比べ３２７億円（３．６％）の

増となった。 

 

 

(1) 県 税 
・ ２，７１８億円で前年度（２，６４１億円）に比べ、７７億円（２．９％）の増となっ

た。 

・ これは、円安等を背景とした企業収益の好調により法人事業税が増収となったほか、物

価高の影響により国内消費に係る地方消費税が増収となったことなどによるものである。 

・ また、徴収率は、前年度から０．２ポイント増の９８．７％となった。 
 

【増の主なもの】 

法人事業税              10.6％   61 億円（  576 →  637 億円） 

地方消費税              3.0％    17 億円（  583 →  600 億円） 

 
 
(2) 地方消費税清算金 
・ １，０３１億円で前年度（９９２億円）に比べ、３９億円（４．０％）の増となった。 

・ これは、全国ベースの地方消費税に連動して増収となったものである。 

 

 

(3) 地方譲与税 
・ ４６２億円で前年度（４０９億円）に比べ、５３億円（１３．０％）の増となった。 

・ これは、全国ベースで企業収益が増加したことにより法人に係る譲与税が増収となった

ものである。 

 

 

(4) 地方特例交付金 
・ ７３億円で前年度（１４億円）に比べ、５９億円（４１１．１％）の増となった。 

・ これは、国の定額減税による個人県民税の減収分が本交付金で補てんされたことによる

ものである。 

 

 

(5) 地方交付税 
・ ２，０７２億円で前年度（２，０００億円）に比べ、７２億円（３．６％）の増となっ

た。 

 

普通交付税               3.5％    68 億円（ 1,967 → 2,035 億円） 

特別交付税               9.3％    4 億円（    33 →    37 億円） 

 
 
(6) 国庫支出金  
・ １，１３８億円で前年度（１，３０９億円）に比べ、１７１億円（１３．１％）の減と 

なった。 

・ これは、物価高騰対策に関連した国交付金などが増となった一方、新型コロナウイルス

感染症対策に関連した国交付金などが減となったことによるものである。 
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【減の主なもの】 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

                   皆減 ▲142 億円（   142 →    0 億円） 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金 

                  ▲99.0％  ▲94 億円（    95 →    1 億円） 
 

【増の主なもの】 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 皆増    64 億円（     0 →    64 億円） 

 

 

(7) 繰 入 金 
・ ２８５億円で前年度（７３億円）に比べ、２１２億円（２９１．２％）の増となった。 

・ これは、財政調整基金の取崩しなどが増加したことによるものである。 
 

【基金繰入金の主なもの】 

財政調整基金              皆増  175 億円（     0 →  175 億円） 

職員退職手当基金            皆増   42 億円（     0 →    42 億円） 

県有施設整備・新型コロナウイルス感染症等対策基金 

                 ▲33.2％  ▲5 億円（    16 →   11 億円） 

 
 
(8) 諸 収 入 
・ ５１６億円で前年度（４９６億円）に比べ、２０億円（４．０％）の増となった。 

・ これは、中小企業制度融資貸付金の金融機関からの返還金の増などによるものである。 
 

【増の主なもの】 

中小企業制度融資金融機関貸付金       5.1％    18 億円（   355 →   373 億円） 

生活福祉資金特例貸付償還金       皆増   9 億円（     0 →     9 億円） 
 

【減の主なもの】 

県営土地改良事業換地清算金      ▲99.5％ ▲5.78 億円（  5.81 →  0.03 億円） 

 
 
(9) 県 債 
・ ８６２億円で前年度（８７８億円）に比べ、１６億円（１．８％）の減となった。 

・ これは、臨時財政対策債の減などによるものである。 
 

【減の主なもの】 

臨時財政対策債            ▲56.1％  ▲43 億円（    77 →    34 億円） 

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債  

▲12.7％   ▲15 億円（   118 →   103 億円） 
 

【増の主なもの】 

行政改革推進債             289.1％   24 億円（     8 →    32 億円） 

一般単独事業債                6.4％     18 億円（   286 →   304 億円） 
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３ 歳 出 
 

歳出総額は９，３５７億円で、前年度（９，０１７億円）に比べ、３４０億円（３．８％）

の増となった。 

 

 

(1) 総 務 費 
・ ７０２億円で前年度（５３８億円）に比べ、１６４億円（３０．５％）の増となった。 

・ これは、退職者数が増加したことに伴う退職手当の増や、衆議院議員選挙や知事選挙の

執行経費の増などによるものである。 
 

【増の主なもの】 

財政調整基金積立金（運用利子除く）  275.7％   87 億円（    31 →   118 億円） 

県債管理基金積立金（運用利子除く）  909.3％   38 億円（     4 →    42 億円） 

退職手当                86.9％     15 億円（    18 →    33 億円） 

衆議院議員選挙執行経費         皆増     10 億円（     0 →    10 億円） 

知事選挙執行経費            皆増      8 億円（     0 →     8 億円） 

 

 

(2) 民 生 費 
・ １，２１１億円で前年度（１，１９６億円）に比べ、１５億円（１．３％）の増となっ

た。 

・ これは、介護事業所等サービス継続支援事業補助金などの減の一方、障害者自立支援給

付費負担金などが増となったことによるものである。 
 

【増の主なもの】 

障害者自立支援給付費負担金       7.3％   8 億円（   106 →   114 億円） 

施設型給付費・地域型保育給付費     11.2％    6 億円（    57 →    63 億円） 

児童入所施設県措置分委託料       14.4％    5 億円（   36 →   41 億円） 

後期高齢者医療保険基盤安定負担金   11.1％    5 億円（   42 →   47 億円） 
 

【減の主なもの】 

介護事業所等サービス継続支援事業補助金 

                  ▲81.6％  ▲7億円（     8 →     1 億円） 

 

 

(3) 衛 生 費 
・ ３０７億円で前年度（４１７億円）に比べ、１１０億円（２６．４％）の減となった。 

・ これは、新型コロナウイルス感染症関連の経費などが減となったことによるものである。 
 

【減の主なもの】 

新型コロナウイルス関係病床確保事業費補助金 

                 ▲99.2％ ▲52.5 億円（  52.9 →   0.4 億円） 

新型コロナウイルス感染症発生動向調査費  

                 ▲97.4％ ▲11.3 億円（  11.6 →   0.3 億円） 

新型コロナウイルス感染症医療扶助費  ▲94.2％  ▲10 億円（    11 →     1 億円） 

新型コロナウイルス感染症宿泊療養施設運営事業費 

                   皆減  ▲8 億円（     8 →     0 億円） 

医療機関等物価高騰対策交付金     ▲71.4％  ▲7億円（    10 →    3 億円） 
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(4) 農林水産業費 
・ ４９１億円で前年度（４７０億円）に比べ、２１億円（４．６％）の増となった。 

・ これは、飼料価格高騰対策事業などが減となった一方、畜産研究所の建設工事費などが

増となったことによるものである。 
 

【増の主なもの】 

畜産研究所養豚養鶏研究部再編整備事業費 

                   306.5％   17 億円（     6 →   23 億円） 

食鳥処理施設整備事業費補助金    6,125.0％  7.9 億円（   0.1 →   8.0 億円） 

県営ため池防災対策事業費           94.8％    4 億円（     4 →     8 億円） 
 

【減の主なもの】 

飼料価格高騰対策緊急支援事業費補助金 

                  ▲68.8％  ▲11 億円（    16 →    5 億円） 

 

 

(5) 商 工 費 
・ ５４７億円で前年度（６０９億円）に比べ、６２億円（１０．１％）の減となった。 

・ これは、中小企業制度融資貸付金の金融機関への預託金などが増となった一方、コロナ

禍の観光支援事業である「ほっと一息、ぎふの旅」キャンペーンなどが減となったことに

よるものである。 
 

【減の主なもの】 

ほっと一息、ぎふの旅キャンペーン     皆減  ▲29 億円（    29 →     0 億円） 

新型コロナウイルス感染症対応資金利子補給金 

                  ▲77.9％  ▲24 億円（    31 →     7 億円） 

岐阜県特別高圧電力負担軽減事業費補助金 

                  ▲76.7％  ▲12 億円（    15 →    3 億円） 
 

【増の主なもの】 

中小企業制度融資貸付金          5.1％    18 億円（   355 →   373 億円） 

 
 
(6) 土 木 費 
・ １，１２１億円で前年度（１，０８７億円）に比べ、３４億円（３．１％）の増となっ

た。 

・ これは、投資的経費の事業量が増となったことによるものである。 
 

【増の主なもの】 

道路橋りょう維持費           13.9％   28 億円（   199 →   227 億円） 

河川維持費              42.4％   14 億円（    31 →    45 億円） 

道路橋りょう改築費             5.9％   13 億円（   215 →   228 億円） 
 

【減の主なもの】 

直轄事業負担金（道路）       ▲18.3％  ▲29 億円（   160 →   131 億円） 

 

 

(7) 警 察 費 
・ ５２０億円で前年度（４６８億円）に比べ、５２億円（１１．１％）の増となった。 

・ これは、多治見警察署や大垣警察署の建替えなどにより警察署庁舎建設費などが増と

なったことによるものである。 
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【増の主なもの】 

警察署庁舎建設費           345.0％   21 億円（     6 →    27 億円） 

一般職給与費              4.7％   16 億円（   340 →   356 億円） 

運転免許システム整備費      10,136.8％  9.4 億円（   0.1 →   9.5 億円） 

 

 

(8) 教 育 費 
・ １，８９０億円で前年度（１，８００億円）に比べ、９０億円（５．０％）の増となっ

た。 

・ これは、退職者数が増加したことに伴う退職手当の増などによるものである。 
 

【増の主なもの】 

教職員退職手当            117.2％     65 億円（    56 →   121 億円） 

教職員給与費              2.6％   33 億円（ 1,299 → 1,332 億円） 

高等学校建設費            23.9％   14 億円（   61 →    75 億円） 

公立小中学校等情報機器整備基金積立金（運用利子除く） 

                   76.3％   10 億円（    13 →   23 億円） 
 

【減の主なもの】 

職員退職手当基金積立金（運用利子除く） 皆減  ▲31 億円（    31 →     0 億円） 

 

 

(9) 災害復旧費 
・ ６７億円で前年度（５３億円）に比べ、１４億円（２５．９％）の増となった。 

・ これは、過去に発生した災害に係る復旧経費が増となったことによるものである。 
 

【増の主なもの】 

河川災害復旧費            44.4％    8 億円（    18 →    26 億円） 

道路橋りょう災害復旧費        59.0％      7 億円（    13 →    20 億円） 

 
 
(10) 公 債 費 
・ １，１１９億円で前年度（１，０６６億円）に比べ、５３億円（５．０％）の増となっ

た。 

・ これは、過去に発行した国の国土強靱化対策などに係る県債の償還額の増によるもので

ある。 

 
 
(11) 諸 支 出 金 
・ １，３５１億円で前年度（１，２８３億円）に比べ、６８億円（５．３％）の増となっ

た。 

・ これは、地方消費税の増収に連動した地方消費税の清算金支出や市町村交付金の増など

によるものである。 
 

【増の主なもの】 

地方消費税清算金            3.5％   20 億円（   569 →   589 億円） 

地方消費税市町村交付金         3.9％   19 億円（   501 →   520 億円） 

株式等譲渡所得割市町村交付金     58.8％     13 億円（    21 →    34 億円） 
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